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１　コロナ禍における原油価格・物価高騰対策

（１）中小企業者等への支援

中小企業者等への資金繰り円滑化対策 257,843

[－]

 中小企業者等事業継続支援金 2,100,000

[3,930,000]

事業者向け各相談窓口での対応充実 ―

予 算 額
［４年度当初予算額］

（単位：千円）

（産業労働部創業・経営課）

　原油・原材料価格の高騰により利益等が減少した中小企業者等に対し、円滑な資金供給
を行うために、新たな特別資金を創設するとともに、新型コロナ関連制度融資の期間を延
長する際に発生する追加保証料に対する支援を行います。
　　事業内容　 経営安定資金（原材料・原油価格高騰対策分）の創設
　　　　　　　　     対　象　者　原材料・原油価格の高騰により最近１か月とその後２
                                 か月の利益率等が前年または前々年同月と比べ３％以
                                 上減少している事業者
                     貸　付　枠　６億円
                     貸付限度額　８，０００万円
　　                 融 資 期 間  ７年以内（据置１年以内）
　　                 保証料補給　１／３補給
　　           新型コロナ関連制度融資の条件変更に伴う保証料に対する支援
　　　　　　　　　 　対　象  者  県制度融資のうち、新型コロナウイルス関連資金を利
                                 用している事業者
　　                 保証料補給　条件変更に伴う追加保証料について、当初の補給割合
　　　　　　　　　　　　　   　　を限度として県が全額補助
    財    源　   地方創生臨時交付金（国１０／１０）、諸収入

（産業労働部創業・経営課）

　第６波の長期化に加え、資材や部品供給の不足などにより、さらに売上が減少している
建設業や製造業などの事業者を支援するため、対象期間を１か月延長します。
　　対 象 者　   対象期間のいずれか１か月の売上が３年前、２年前または前年
　　　　　　　   同月と比べ３０％以上減少した事業者
　　対象期間　 令和４年１月～４月　→　令和４年１月～５月
　　支 給 額　　 ７０％以上減少した場合　　３０万円／月
　　　　　　　　 ５０～７０％減少した場合　２０万円／月
　　　　　　　　 ３０～５０％減少した場合　１０万円／月
　　　　　　　　 　※１回限り（申請後に支給額の増額対象となった場合、追加申請可）

（産業労働部創業・経営課）

　原油・原材料価格の高騰を受けた事業者が、コスト上昇分を適切に転嫁できるよう、商
工団体等の専用相談窓口において、価格転嫁対策や資金繰り支援に関する情報を積極的に
提供します。
　　設置個所　（公財）ふくい産業支援センター、県内の商工会、商工会議所

３年度２月補正
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 省エネ設備・電気自動車等導入企業支援事業 289,033

[－]

（２）交通・観光事業者への支援

 鉄道・バスおでかけ応援事業 95,762

[－]

 地域公共交通等運行継続特別支援事業 284,697

[－]　新型コロナウイルス感染症に加え、原油価格高騰の影響により、経営に大きな影響が生
じている交通事業者等に対し幅広く支援します。
　　支援内容　 鉄道・路線バスの運行継続にかかる経費
　　　　　　　　　 補助対象者　令和４年度の売上が令和元年度と比べ減少した事業者
　　　　　　　 高速バス・空港連絡バス事業者の車両維持にかかる経費
　　　　　　　　　 補　助　額　  ２０万円／台
　　　　　　　 タクシー事業者の車両維持等にかかる経費
　　　　　　　　　 補　助　額　  ５万円／台
　　　　　　　　　 （新たにキャッシュレス決済端末を導入する車両は６万円／台）
　　　　　　　 運転代行事業者の車両維持にかかる経費
　　　　　　　 　　補　助　額　  ２万円／台
　　　　　　　 貸切バス・遊覧船の車両・船舶維持にかかる経費
　　　　　　　　　 補助対象者　  令和４年４～６月の売上が令和元年の同期と比べ
　　　　　　　　　　　　　　　 　３０％以上減少した事業者
　　　　　　　  　 補　助　額　  貸切バス　１０万円／台
　　　　　　　 　　　　　　　  遊覧船　　２５万円／艘
　　　　　　 トラック事業者の低燃費タイヤの購入にかかる経費
　　　　　　　　　 補　助　額　  ３千円／本
　　財　　源　 地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　　　　（部局連携：地域戦略部地域鉄道課、交通まちづくり課、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交流文化部観光誘客課）

　地域住民や観光利用客に対して公共交通機関の利用を促す取組みを支援し、自動車から
環境に優しい公共交通機関への転換を促進します。
　　事業内容　ふく割導入による利用促進
　　　　　　　　　地域鉄道の利用者に対して、デジタルバウチャー（ふく割）を発行
　　　　　　　フリー切符販売支援
　　　　　　　　　地域鉄道・路線バス事業者が販売するフリー切符の割引について、通
　　　　　　　　　常の販売価格との差額を支援
　　実施期間　令和４年７月～令和５年２月
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（地域戦略部地域鉄道課、交通まちづくり課）

（部局連携：産業労働部産業技術課、
安全環境部環境政策課）

　原油・原材料価格高騰に対応した経営体質への転換を図れるよう、国の緊急経済対策と
連動し、県内企業が行うエネルギー効率に優れた設備等の導入促進を支援します。
　　補助内容　国制度（ものづくり補助金（グリーン枠））に加え、県独自に上乗せ支援
　　　　　　　　　補　助　率　１／６（国２／３、事業者１／６）
　　　　　　　　　補助上限額　５００万円
　　　　　　　省エネ診断に基づき、省エネ効果の高い設備等の導入を支援
　　　　　　　　　補　助　率　１／２（事業者１／２）
　　　　　　　　　補助上限額　１５０万円
　　　　　　　企業へのＥＶ・ＰＨＶ、充電設備等の導入を支援
　　　　　　　　　補　助　率　国補助相当額の１／２以内
　　　　　　　　　　　※災害発生時に県の要請に基づき、避難所における電源として提
　　　　　　　　　　　　供することを条件
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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（３）農業・畜産業・漁業者への支援

 ふくいの農業生産緊急支援事業 886,791

[－]

 配合飼料価格高騰に対する緊急支援事業 147,923

[－]

 漁業経営セーフティネット支援事業 29,891

[－]

 福井産給食推進事業 84,000

[－]

（農林水産部中山間農業・畜産課）

（農林水産部福井米戦略課、園芸振興課）

　肥料や燃油、農業資材等の価格高騰により経営が圧迫されている農家を緊急支援し、今
後の経営継続を図ります。
　　事業内容　土地利用型作物（米、麦等）の肥料等価格の高騰分を支援
　　　　　　　　　補助額　２，０００円／１０ａ
　　　　　　　園芸作物の肥料等価格の高騰分を支援
　　　　　　　　　補助額　１１，０００円／１０ａ
　　　　　　　国制度「施設園芸セーフティネット構築事業」にかかる積立金を支援
　　　　　　　　　補助率　生産者積立金の１／２
　　　　　　　保温性・耐久性の高い施設園芸用ハウスビニール張替に係る資材高騰分等
　　　　　　　を支援
　　　　　　　　　補助額　１５０円／㎡
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（農林水産部水産課）

　燃油価格の上昇分を補填する国の制度にかかる掛け金に対する支援を行い、漁業者の経
営安定化を図ります。
　　事業内容　国制度「漁業経営セーフティネット構築事業」にかかる掛け金に対する
　　　　　　　支援
　　補 助 率　漁業者掛け金の１／２
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（農林水産部流通販売課）

　学校給食において本県の地場産食材が多く使用されるよう支援し、資材高騰等の影響を
受けている本県農林漁業者を応援するとともに、児童生徒への食育を推進します。
　　事業内容　小中学校等へ地場産食材購入にかかる経費増加分を支援
　　補助上限　１５０円／食
　　実施回数　上限８回（月１回程度想定）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　価格が高騰している配合飼料の購入経費を支援し、畜産農家の負担軽減を図ります。
　　事業内容　配合飼料購入費用を支援
　　補助対象　県内の畜産農家
　　補 助 額  ７，０００円／ｔ
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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（４）その他業種への支援

 伝統工芸原材料確保支援事業 22,500

[－]

 一般公衆浴場燃料価格高騰対策支援事業 4,767

[－]

 資材価格調査等の拡充 31,629

[38,862]

（５）県内消費の喚起策

「ふく割」による消費喚起事業 977,904

[823,366]

（部局連携：土木部土木管理課、
農林水産部農村振興課、森づくり課）

　道路改良や治山・林道の工事等にかかる建設資材価格の急激な高騰を踏まえ、最新の取
引価格に応じた設計積算を実施することにより、適正な工事執行およびインフラの品質確
保等を図ります。
　　事業内容　設計積算に用いる資材単価の調査およびその改定
　　改定回数　四半期毎　→　毎月
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部産業技術課）

　原材料確保が困難な伝統工芸品の産地組合に対し、当面の生産活動に支障が生じないよ
う、調達コストの一部を支援します。
　　事業内容　原材料調達に係る経費の一部を支援
　　補 助 率　価格上昇分の２／３（事業者１／３）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部産業政策課）

　原油・原材料価格の高騰や新型コロナウイルスの感染者の高止まりなどから生じる消費
活動の抑制が懸念される中、ふく割を発行し、消費活動を下支えします。
　　実施主体　ふくいデジタルバウチャー推進協議会
　　　　　　　（県、商工会連合会、商工会議所連合会によるコンソーシアム）
　　事業内容　全業種、小規模店、衣料品店、酒類販売店、飲食店で使用できるクーポ
              ンの発行
　　発行期間　令和４年７月～１０月
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（健康福祉部医薬食品・衛生課）

　コロナ禍において燃料価格高騰に直面している公衆浴場に対し、衛生的管理を確保しな
がら事業を継続できるよう、燃料価格高騰相当分を支援します。
　　対象施設　物価統制令により入浴料金を自由に設定できない一般公衆浴場
　　補 助 額　過去２年平均と比較した燃料価格上昇分
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

３年度２月補正
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（６）　県民への生活支援

 給食食材費高騰対策事業 25,603

[－]

 生活困窮者支援活動強化事業 65,520

[－]

　

生活福祉資金貸付事業 250,000

[1,000,000]

　

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業 3,020

[9,000]

　

物価に関する消費生活相談等の充実 ―

（部局連携：教育庁保健体育課、
健康福祉部児童家庭課）

（健康福祉部地域福祉課）

　多様な食材を使用した給食を提供するため、原材料費が高騰した給食費等を支援しま
す。
　　事業内容　県立学校、保育所等における給食食材の値上がり分８％を支援
　　　　　　　　　補助率　私立保育所、認定こども園　県１／２（市町１／２）
　　　　　　　　　　　　　私立幼稚園　県１０／１０
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（健康福祉部地域福祉課、児童家庭課）

　新型コロナウイルス感染症に加え、物価高騰の影響によって生じる多様な支援ニーズに
対応するため、生活困窮者への支援体制の強化を図ります。
　　事業内容　地域の実情に応じた連携体制等を検討するプラットフォームの設置
　　　　　　　食料や物品提供を行う民間団体、子ども食堂への支援
　　　　　　　各種支援制度や相談窓口の周知
　　財　　源　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（国１０／１０）

（健康福祉部地域福祉課）

　新型コロナウイルス感染症の影響による休業、失業等のため収入が減少する方に対し、
受付期間を延長して資金貸付を実施します。（貸付原資の積み増し）
　　事業内容　緊急小口資金
　　　　　　　　　最大２０万円
　　　　　　　総合支援資金
　　　　　　　　　単身世帯　　　１月あたり最大１５万円
　　　　　　　　　２人以上世帯　１月あたり最大２０万円
　　　　　　　緊急小口資金、総合支援資金ともに無利子、保証人不要
　　　　　　　申請の受付期間を令和４年８月末まで延長
　　実施主体　福井県社会福祉協議会
　　財　　源　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国１０／１０）

（安全環境部県民安全課）

　消費者からの相談に対して家計への影響を緩和するためのアドバイス等を行うととも
に、価格調査による物価動向の監視を充実します。
　　事業内容　物価に関する消費者からの相談に対し、きめ細かに対応
　　　　　　　生活関連物資等に関する価格調査回数を増加
　　設置箇所　県・市町の消費生活センター等

　新型コロナウイルス感染症による日常生活への影響の長期化により、生活に困窮してい
る世帯に対し、受付期間を延長して給付金を支給します。
　　事業内容　総合支援資金を借り入れ、一定の要件を満たす世帯に給付金を支給
　　　　　　　申請の受付期間を令和４年８月末まで延長
　　支 給 額　１月あたり最大１０万円
　　支給期間　最大６か月
　　財　　源　新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（国１０／１０）
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２　新型コロナウイルス感染症対策

 新型コロナウイルス感染症対策事業 1,186,818

[13,571,668]

陽性者・接触者サポートセンター運営事業 183,000

[23,495]

３　ウクライナ避難民への支援

 ウクライナ避難民生活支援事業 9,223

[－]

6,935,924

・陽性者・接触者サポートセンター運営事業（４、５月分） 59,730

・児童扶養手当受給資格者等に対する特別給付金 44,967

104,697

（部局連携：産業労働部国際経済課、
教育庁高校教育課）

新型コロナウイルス感染症対策予備費（４年度）による対応

新型コロナウイルス感染症対策予備費（４年度）対応　計

（健康福祉部保健予防課、地域医療課）

　新型コロナウイルス感染症への対策として、検査・医療体制の強化を図ります。
　　事業内容　 大学病院におけるコロナ病床の整備
　　　　　　　　　 　中等症以上のコロナ患者を受け入れるＨＣＵ病床の整備を支援
　　　　　　　　 検査体制の強化
　　　　　　　　 　　医療機関における検査機器等の設備整備を支援
　　　　　　　　 医療体制の強化
　　　　　　　　 　　専門外来や入院病床の院内感染防止に必要な設備整備を支援
　　財　　源　　 包括支援交付金、地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　ロシアの軍事侵攻によりウクライナから県内へ避難された方々に対する相談体制の強化
および居住環境の整備など、避難民の方々が安心して生活ができるように支援します。
　　事業内容　相談体制の強化（相談員の増員、遠隔通訳システムのウクライナ語追加、
　　　　　　　多機能電話機の整備）
　　　　　　　居住環境の整備（エアコンの設置等）
              県立高校へのコミュニケーションサポーターの増員
　　　　　　　県立高校の入学金減免および授業料の支援（既決予算）
　　　　　　　避難民と就労支援機関とのマッチング支援
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（健康福祉部保健予防課）

６月補正予算対応　計

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対応するため、陽性者・接触者サポートセンタ
ーを運営し、濃厚接触者等に対して健康観察を実施するとともに、食料等を提供する体制
を整備します。
　　事業内容　自宅経過観察者に対する食料等の提供（６月～９月分）
　　財　　源　包括支援交付金（国１０／１０）

３年度２月補正

３年度２月補正
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